「繊維製品の原産国表示のあり方について」
報  告  書
平成１７年８月
繊維製品の原産国表示に係る研究会
はじめに

　近年、中国を中心とする東アジアからの繊維製品の輸入は増加し、我が国国内市場において高いシェアを占めており、これに伴い、消費者は国産品に加えて輸入品も購入の選択肢とする機会が増えている。

一方で、輸入品の原産国を示す縫い付けラベル等表示物を意図的に切り取ったなど、原産国の不当表示とみなされるに至った事件などが散見され、不当表示の防止のため適切な表示の実施など関係者の一層の努力が求められているところでもある。

原産国に関する適切な情報が事業者から消費者に伝達されるために、現在、不当景品類及び不当表示防止法、商標法、関税法などの各法令、あるいは、日本繊維輸入組合が示した「輸入衣料品等の原産国表示適正化のための指針」といった自主ルールなどが存在する。これらは不当表示を防止し適切な表示の実施に役立っているところであるが、さらに事業者サイドとしてより適切に情報伝達を行うための方策のあり方について提言を行うため、当該課題を検討するに際しての専門的知見を有する繊維製品の製造事業者、輸入事業者及び流通事業者を委員とした研究会を設置した。

研究会は平成１７年５月２５日、６月２７日、７月２８日の計３回にわたり開催され、そこで検討された事項を当報告書にとりまとめた。
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第１章　原産国表示を取り巻く現状、課題
１．現状

(1) 原産国の不当な表示を禁止した法令を踏まえた原産国の表示

繊維製品に限らず全ての商品について原産国の不当な表示の禁止が、事業者間の公正な競争を確保し、もつて一般消費者の利益を保護するという観点から、「不当景品類及び不当表示防止法」、「不正競争防止法」、「商標法」、「関税法」の中でそれぞれ規定されている。不当景品類及び不当表示防止法では、不当な表示による顧客の誘引を防止するため、消費者に誤認を与えるような不当な表示が禁止されている。

我が国の繊維製品は外国語標記を用いている場合が多く、消費者に外国製と誤認を与える可能性があるため、各企業が自主的に原産国表示を実施している。

 (2) 原産国の偽装や誤表示の発生等

繊維製品の原産国表示については、輸入品の原産国を示す縫い付けラベル等表示物を意図的に切り取って国産品と表示した原産国の偽装など不当景品類及び不当表示防止法における原産国の不当表示とみなされるに至った事件などが散見されており、公正取引委員会から原産地の不当表示を禁じた法令の遵守徹底が求められている。また、近年では商社を通じての海外生産品輸入が急激に増加したため原産国に関する情報管理の一部に不備が生じ誤表示が発生したなどといった問題が散見されている。

また、各企業による自主的な原産国表示については、全ての事業者に徹底されているわけではないので、原産国表示がされていない商品も一部に出回っている。

なお、アンケート調査結果によると消費者は、表示等によって原産国に関する情報が得られなかった場合には、それが外国製品か国産品なのか区別が付かないことから商品選択に戸惑う人や、表示がないものは日本製だと思う人が一定割合で見られる。

(3) 原産国表示にかかる消費者の要求

消費者が繊維製品を購入する際の判断材料として原産国がどこであるのかを意識する者も存在し、そのような人々は、原産国に関する情報が商品に表示されることを望んでおり、購入しようとする商品の品質の優劣と原産国がどこであるのかということを結びつけて考える向きがみられる。

消費者の輸入品に対する評価としては、過去においては、欧州製は品質が高いと捉える傾向がみられた一方で、中国製・アジア製は品質が低いととらえる傾向がみられたが、今や、我が国製品の品質のさらなる向上が図られた結果、現在では、欧州製に劣ることはなく、国産の繊維製品は高品質であるとの評価を消費者から得て根強い支持を得ている。また、中国・アジア製についても近年品質が向上し国産品のレベルに近づいてきていることもあり、輸入量の増大にも現れているように中国・アジア製品を購入する機会も増えている。

　さらに繊維製品の生産においては、国際的に工程間分業が展開されるようになっていることから、消費者は単に原産国がどの国か（現在の解釈では、布帛製衣料品は縫製工程が行われた国が原産国。靴下等は編立工程が行われた国が原産国）という情報だけでなく、素材、副資材、縫製、仕上げの各工程がどこで行われたかの詳細な履歴についての商品のトレサビリティーまでも求めるようになってきている。

(4) 原産国についての消費者の認識の変化
一方、原産国にこだわらない消費者も増えており、アンケート調査結果によるとその割合は原産国にこだわる人よりも多くなっている。事業者の認識としても国産品であることにこだわることについては、あまり意味を持たなくなるのではないかとの意見もある。

消費者の求めているのは、単に国という地理的な場所の情報ではなく、適切な品質管理の下で生産されたという品質の優劣に関係する情報であり、原産国表示は直ちに品質そのものを表す事項としての意味合いは薄れつつあるものと思われる。品質の優劣に関連が深いと考えられる情報としては、例えば製造者名の表示やブランドネームの表示等である。

(5) グローバル化に伴うものづくりの形態の変化

繊維製品は、紡績、製織、縫製など多くの生産・加工工程を経て完成され、工程中で用いられる素材、副資材も様々な場所・事業者から調達されたものが組み合わされる。最近、これらのものづくりの形態のグローバル化の流れの影響を受けて、ものづくりのやり方が変化しており、生産・加工が行われる場所は、もはや一つの国に止まることは少ない。また、海外に進出した日本の企業が高い技術力と厳格な品質管理の下、現地で生産した製品も市場に出回っており、輸入品といっても多様な形態がみられるようになった。さらに、自由貿易協定（ＦＴＡ）の締結が順次進められていることは、その変化をさらに促進すると考えられる。

一方、原産国をどことみなすのかの解釈は、縫製や編み立てといった製品に実質的な変更をもたらす最後の工程がどこで行われたかということを判断基準としており、それに基づいた原産国名が表示されている。しかし、実は完成した製品の価値なりを決めている要素というものは、本当に最後の変更をもたらす工程なのか否かという点が消費者の購入の判断において何を意味するのかも様々な意見がある。
なお、既に我が国の法令においては不当景品類及び不当表示防止法などにより原産地の不当な表示の禁止に関する法的規制が存在し効力を発揮している。また、国際的ルールとして「関税及び貿易に関する一般協定」（ＷＴＯ協定）の枠組みの中で定められた「貿易の技術的障害に関する協定」（ＴＢＴ協定）において、原産国表示を国内法令で義務付けることは、ＴＢＴ協定上の強制規格に該当するところとなる。ＴＢＴ協定では強制規格の導入は、「正当な目的（人の健康若しくは安全の保護・動物若しくは植物の生命若しくは健康の保護など）を達成するために必要であり、その限度を超えて貿易に不必要な障害をもたらさないこと」などの条件を満たした場合に限られているとされている。このような事情に鑑み、国内で販売されている繊維製品について、他の工業製品と同様、原産国の表示自体を法的に義務付けることは困難である。

２．取り組むべき課題

 上記１．に記した現状に対処し、適切な原産国表示を推進するには以下の事項が課題と考える。

(1) 業界の自主的な表示ルールの整備
１．(5)のとおり、原産国の表示自体を新たに法的に義務付けることは難しいことから、我が国における繊維製品の原産国の表示の徹底は、業界の自主的な取り組みとして行われる形態をとることが現実的な対応と考えられる。

そこで、全ての繊維製品への原産国表示が行われることを目指し、原産国の定義や原産国の確認方法などを整理してルール化し、関係者へ周知することが課題である。

(2) ものづくりのグローバル化に伴う国内製造事業者等による国産表示の実施

ものづくりのグローバル化に伴う輸入品の原産国表示が適切に行われるためには、我が国における原産国表示のルールの内容と、その生産の履歴情報の管理が重要であることを輸入取引先が理解する必要があり、輸入取引先が広く世界に分布しているため、それが周知徹底され原産国の表示がなされるにはかなりの時間を要するものと思われる。

現在、主要な輸入事業者においては、原産国表示の取り組みがなされているものの全ての輸入品において表示されるまでにはなっていないことから、国内製造事業者が製造した製品については、国産品であることを明示的に表示することが消費者への情報提供の観点から課題と考える。併せて、業界組織に属していない事業者に対しても原産地表示の重要性を理解してもらい、適切な原産地表示の周知とその実施を促すことも課題であると考えられる。

(3) 消費者への情報提供の観点からの原産地表示の推進

アンケート調査結果によると、消費者は繊維製品の購入時における商品選択の判断に際しては、原産国がどこであるのかこだわらない人が多く、かつ、主な判断材料としては、色やデザイン、価格などを重視することが挙げられている。しかしながら、原産国を気にする人もある程度の割合で存在することから、多種多様な消費者の価値観・要求に広く応える上では、原産国表示は消費者への情報伝達手段として重要であり、事業者の社会的責任の遂行の観点から原産国表示を推進することが課題である。

なお、一部の製品では、国という地理的範囲では製品の品質を特徴づけるに際して広すぎる場合もあり、原産地を示す産地ブランドのラベル等によって、原産国表示に加えて原産地の表示が行われる場合もみられる。産地としての特徴を消費者にアピールする上では各産地の技術的な特徴や文化性をもっと宣伝することが重要であると考えられる。

（参考）具体的取り組みの事例

(1) 適正な原産国表示を徹底するための表示ルールの策定

不当表示を防止し適正な原産国表示を徹底するための繊維業界における具体的取り組みとして表示ルールの策定が進められている。

①社団法人日本アパレル産業協会においては、品目ごとにどの加工工程が行われた場所をもって原産国と見なすのかの原産国の定義についての考え方及び、原産地確認の手順について検討し、原産国定義に関するマニュアルを作成することとした。

②日本繊維輸入組合においては、外国で生産された繊維製品を輸入するに際し、商品に付された原産地についての情報を確認する上で取るべき手順などをガイドラインとしてまとめ、原産地がどこであるのかを確実に識別するために、原産地について信憑性有る書類（インボイス等の貿易関係証明書類）により確認すること等が盛り込まれている。

上記①②のマニュアル、ガイドラインは、日本国内の協会会員・組合員向けだけでなく、海外の輸入取引先に対しても外国語翻訳版を配布して、その理解・周知を求めるものとしている。
(2) 国内の製造事業者によって製造された繊維製品である旨の表示
　国内の製造事業者によって製造された繊維製品である旨の表示を積極的に行っている内外の事例を示す。

①日本ふとん製造協同組合においては「日本製ラベル」を制定している。これは日本国内で生産されたふとん製品であることを積極的に表示し、低価格の海外生産品との差別化を図ろうとするものである。

②日本被服工業組合連合会においては、国産のリサイクル繊維を素材として国内で生産された生地を用いて国内で縫製をした製品に「国産エコユニフォームマーク」を制定し、年間約１００万点にマークが付けられている。

③日本タオル工業組合連合会は、日本タオル卸商連合会とともに原産国表示問題委員会を設け、平成9年に「タオルの原産国表示規定」をまとめている。以後、この規定をもとに自主表示の実施に努めている。

④イタリアの毛織物の生産地ビエラの製造業者３３社においては、高品質な製品であることをアピールして差別化を図るために、ビエラにおいて加工された履歴を示す原産地ラベル"BIELLA The Art of Excellence"を策定して利用している。

第２章　今後の対策

　適切な原産国表示に向けては様々な取り組みが必要であるが、まずは実現可能なことから順次着手していくことが重要である。

１．早急に着手すべき対策

(1) 法令の遵守徹底

原産国表示の偽装や誤表示の発生を防ぐため、繊維業界において不当景品類及び不当表示防止法などの原産国の不当表示を禁止した法令の遵守徹底を図る必要がある。

(2) 全ての繊維製品に対する原産国表示の推進

　　繊維製品は我が国のみならず世界の広範な国々で生産されていることから、日本製品については、日本製と原産国表示を行うことをはじめ、原則として全ての製品について原産国表示を推進することが望まれる。原産国の表示に際しては、誰がその正確性についての責任を持つのかの役割分担を明確にすることが重要であると思われるが、原則として当該製品の品質表示を行う者が責任を持つことが適当と考えられる。

繊維製品の生産・輸入の形態は多様であり、原産国表示の責任者には、製造事業者、卸事業者、輸入事業者、小売事業者の何れでもなり得ることから、誰が行うかはそれら当事者間で調整の上で決定する必要がある。

(3) 原産国表示にあたってのマニュアルの整備等

法的には原産国表示の義務はないが、近年では海外製品の市場浸透度が大きく、かつ、その製品には外国語標記が多く、消費者に誤認を与える可能性が高いことから、各業界において自主的に原産国表示に行うため、原産国定義マニュアルと運用ガイドラインを作成してその周知を図る必要がある。既に、アパレル製造事業者、繊維製品輸入事業者においては、適切な原産地表示のためのルールを策定していることから、繊維業界の全ての業種においてこれをベースとしたルールの整備を図ることが望まれる。

　これらの原産国の表示の推進にあたっては、繊維業界として対外的に積極的にアピールしていくことが重要である。

２．長期的な対策

(1) 国産品の付加価値のアピール

単に国産品と表示してもそれだけでは高品質などといった国産品ならではの付加価値を示した情報とはなりにくいことから、従来からのメイド・イン・ジャパンの表示に止まらず、さらに発展させて、消費者に対し、国産品ならではの付加価値を具体的に示していくことが期待される。

さらに産地ブランドやファクトリーブランドを入れた表示を行うことも品質管理が行き届いた顔の見える製造者によって製造されたものであるという点で信頼感を高める一つの手段として有効であると考えられる。

(2)ＩＣタグを用いた生産履歴による原産国表示の可能性の検討

繊維製品の生産履歴の情報を求める消費者の声も少なくないことから、繊維製品の原材料段階から完成に至るまで、各段階の生産工程の履歴を把握できるように生産履歴の表示の推進が望まれるが、現在、各段階で現在用いられている縫い付けラベルや商品下札に記載することは物理的スペースの制約からして困難であるし、履歴情報の管理も複雑すぎて事業者にとって大きな負担となってしまうと思われる。このように現時点では、生産履歴の全てを盛り込んで記載することは困難であり、表示するにしても一部の素材・工程に関する情報を記載するに留めるなど、まずは対応可能な範囲に項目を絞って記載することから着手していくことが考えられる。
現在用いられている縫い付けラベルや商品下札は生産履歴を記載するにはスペース的にも困難であり、履歴情報の管理も複雑すぎる。しかし近い将来、繊維製品の流通合理化のために紙製の下げ札に代えてＩＣタグを利用することが検討されているところであり、今後のＩＣタグの普及、機能向上によってＩＣタグを利用して繊維製品の生産履歴を記録・表示することも可能になることが期待される。

そこで、今後のＩＣタグ関連の技術進歩を念頭において生産履歴の表示内容の検討、表示の可能性の検討を進めることが重要と考えられる。

なお、実現に向けては、ＩＣタグ単体の技術的なスペックが高くなるというだけでは困難であり、ＩＣタグの普及、情報の記録形式の標準化、履歴管理とそのデータ入力の手間、コスト負担などについて、関係者間の合意の下で、ＩＣタグが生産履歴を含めた情報を伝達する媒体システムとして受け入れられ、生産・物流管理を支えるインフラストラクチャとして整備されていくことが重要と考えられる。
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